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● 商標調査の意義 
（１） 登録可能性を判断するために商標調査を行う 

 自社の商標と同じような商標が、すでに他人に登録されている場合、出願しても拒絶さ

れてしまうということは前節で説明しました。このため他人の登録商標の存在を知らずに

出願すると、出願費用が無駄になってしまいます。出願に先立って商標調査を行うのは、

このような事態を避ける意味があるわけです。 

 

（２） 権利侵害にならないかを判断するために商標調査を行う 

 商標調査を行うもう 1 つの意味は、自社が商標権侵害してしまう事態を避けるためです。

たとえば、製品化、サービス企画の段階で商標調査を行わず不用意に商標を決めてしまう

と、あとになってその商標についてはすでに他人が商標権を取得していた、ということに

もなりかねません。そして商標権者から侵害警告を受け、その段階で初めて他人の権利の

存在に気づくことになります。 

 また、自社の商標があまり有名でない間は、権利者も侵害警告を出してきません。つま

り、権利者が侵害警告を発するのは、自社の商標がある程度の知名度を得ている場合が多

いのでやっかいです。宣伝広告に莫大な費用を使い、ようやく有名にしたと思った矢先に

製品名、サービス名を変えなければならなくなります。そして、それとともに商標を印刷

したカタログや製品パッケージなども破棄しなければなりません。 

 もちろん、このようなとき商標権者に使用許諾を求めたり、商標権を譲ってくれるよう

交渉をすることも考えられます。しかし、商標権者が必ずしもこれに応じてくれるとは限

りませんし、仮に応じてくれたとしても使用許諾料や譲渡料を支払わなければなりません。 

 このような事態を回避するため、製品化、サービス企画の段階で、ましてやカタログな

どを作成する前に商標調査を行い、商標権侵害にならないかどうかを事前に調べておく必

要があります。 

 

● 具体的な商標調査の方法 
（１） 使用するデータベース 

 商標調査（ネーミングの商標調査）については、インターネットを通じて特許庁のホー

ムページにアクセスし、特許庁の商標データベースを使用することができます。このデー

タベースを利用して調査すれば、自社の商標がすでに他人によって出願されているか、あ



るいは登録されているかを知ることができます。すでに他人が登録していることが判れば、

その段階で別の商標を考える必要がでてきます。 

 商標調査の結果、同種の商品、サービスについてまったく同じ商標が見つかった場合は

抵触することが明らかですが、よく似た商標が検索された場合、自社の商標とその検索さ

れた商標との類似判断を行う必要があります。商標権には類似範囲がありますので、この

類似範囲内の商標がすでに他社によって登録されている場合は、まったく同じ商標が登録

されている場合と同様の結論になるわけです。商標調査では一定の関係を有する商標が自

動的に広く検索されますので（つまり、検索された商標がすべて商標法上の類似というわ

けではありません）、その検索結果をもとに商標の類似判断をしなければなりません。 

 また、商標調査による検索を行うには、商標法制度の内容はもちろんデータベースの構

造や検索システムなどを理解する必要があります。この意味でも弁理士に調査を依頼した

方が確実ですが、商標調査がどのようなものかを知ってもらうために具体例を示して簡単

に説明します。 

 

（２） 商標調査にあたって必要なものは 

 特許庁のデータベースを使った商標調査では、パーソナルコンピュータとモデム、通信

ソフトなどインターネットを使用できる環境が必要です。 

 商標調査に際しては、当然、調査対象となるネーミングが決定されていなければなりま

せんが、あらかじめいくつかのネーミングの候補を用意しておいた方がよいでしょう。調

査の結果、他人がすでに同じような商標を登録しているという場合もあり、このようなと

き、他のネーミングを用意しておくと調査が効率的に行えるからです。 

 

（３） 商品（またはサービス）区分と類似群 

 商標権の内容は、こういう商標をこういう商品（またはサービス）に使う、という具合

に決められています。したがって商標調査を行う場合、商標とともに商品（またはサービ

ス）を特定する必要があります。商品やサービスは第 1 類から第 45 類までの区分（平成 14

年１月１日より全第 42 類から全 45 類に区分が増加しました）に分類され、整理されてい

ます。第 1 類から第 34 類までは商品についての区分、第 35 類から第 45 類まではサービス

についての区分です。 

 1 つの区分のなかには実に多くの商品が含まれています。それぞれの区分のなかの商品

（またはサービス）は、さらに複数の類似群というものに分けられています。この類似群

は、商品（またはサービス）について商標登録の際の審査において互いに類似すると考え

られる範囲を 1 グループにしたものです。 

 

（４） 類似群の例 

この類似群は、後述する特許電子図書館のうちの No.7「商品・役務名リスト」をクリッ



クし、商品名・サービス名を入力して調べることができます。 

 

【 検索画面 1（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 



 

【 検索画面２（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 

「商品・役務名リスト」の画面中、「商品・役務名」の部分に類似群（商品・サービスに

ついての調査範囲）を調べたい商品名またはサービス名を入力します。 

 例えば、「ソフトウェア」の場合、図のような検索結果となり、「リスト表示」の部分を

クリックします。 

 

 



【 検索画面３（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 

この画面を見ると、「コンピュータソフトウェア」の類似群は、11C01 ということがわか

ります。以下は、ソフトウェア関連の類似群の例です。 

 

○ ソフトウェア関連の類似群 

 ソフトウェアは、どの区分、どの類似群に該当するのでしょうか。ソフトウェアの提供

の形態はさまざまです。CD-ROM に記録して販売するケースや、通信回線を介してユーザ

ーの記録媒体にダウンロードさせて販売するケース、さらにはダウンロードさせるのでは

なく、サーバと接続中だけユーザーはそのプログラムを使用できるというような提供形態

などが考えられます。またソフトウェアと言っても、汎用コンピュータのソフトウェアパ

ッケージもあれば、専用機器のソフトウェアもあります。 

 このようなソフトウェアの形態によって、該当する類似群が異なります。以下に、ソフ

トウェア関連の類似群の一例を列挙します。自社の現在または将来のソフトウェアの提供

形態に応じた範囲の類似群を選択して商標調査を行う必要があります。なお、この類似群

はあくまでも一応の目安を示したものに過ぎません。詳細は個別に弁理士などの専門家に

相談してください。 

 

○ 汎用コンピュータのソフトウェアパッケージ 

 汎用コンピュータのパッケージソフトは、第 9 類の類似群「電子応用機械器具及びその

部品」の下位概念である「電子計算機用プログラム」（類似群：11C01、42X11、35K08）

に該当します。 

従来特許庁は、コンピュータプログラム自体は抽象的な存在であるため、商標法上の商

品とは認めていませんでした。しかしインターネットの普及などにより、ダウンロードな

どの新たな流通形態が一般化しつつあり、このような状況に対応する必要が生じました。

そこで、「ダウンロード可能なコンピュータプログラム」などの無形の情報財が商標法にお

ける商品として登録が認められることになりました。この「電子計算機用プログラム」の

概念のなかには、CD-ROM などの記録媒体に格納されて販売等される場合とダウンロード

により販売等される場合の双方が含まれるとされています。 

また、「電子計算機用プログラム」と「電子計算機用プログラムの提供」（後述する ASP

サービス）は、分類や類似群は違うのですが、いわゆる備考類似(*1)の関係にあり、お互い

に類似する分野と推定されています。 

さらに、後述する小売・卸売サービスとの関係においては、商品である「電子計算機用

プログラム」と「電子計算機用プログラム（電気機械器具類）の小売又は卸売の業務にお

いて行われる顧客に対する便益の提供」（類似群：35K08）と類似する関係にあるとされま

す。 



 

*1…備考類似とは、類似群は異なるが、個々の単品同士が類似すると考えられているものです。すなわ

ち類似群が異なるもの同士、たとえば「超音波応用探知機」（類似群 11C01）と「電子計算機用プログラム

の提供」（類似群 42X11）は、通常類似するとは捉えられません。類似群も異なるからです。しかし、類似

群が異なっても個別の商品やサービスを見た場合非常に密接な関係にあると考えられる場合には、例外的

にその個々の商品やサービスに限って類似すると捉えられます。この例外的な場合にあたるのが、「電子計

算機用プログラム」と「電子計算機用プログラムの提供」です。したがって、「電子計算機用プログラム」

を調査したい場合は、類似群 11C01 と 42X11 の双方を調べる必要があります。 

 

○ 通信回線を介して提供する場合 

 この場合としては、通信回線を介してユーザーの記録媒体にダウンロードさせて販売す

るケース（プログラムのダウンロード）や、通信回線を介してサーバと接続中だけユーザ

ーはそのプログラムを使用できるというような提供形態（たとえば Application Service 

Provider によるサービス。いわゆる ASP サービス）が考えられます。従来これらについて

は、商品販売なのかサービスの一種なのかについて運用が固まっていませんでしたが、現

在では次のように運用がなされています。 

 上記の ASP サービスについては、第 42 類のサービス「電子計算機用プログラムの提供」

（類似群：42X11、11C01）として登録されます。「電子計算機用プログラム」と「電子計

算機用プログラムの提供」の違いは、プログラムの複製が送信され記録・保存されるのか、

プログラムの複製は送信されずにプログラムの処理による結果のみが送信されるのかによ

るとされています。前者「電子計算機用プログラム」は、プログラム自体が流通している

と考えられ“商品”と捉えられています。一方、後者「電子計算機用プログラムの提供」

は、プログラム自体が流通しているのではなく単にプログラムの機能を提供していると考

えられ“サービス”と捉えられています。 

 なお、通信回線を介して提供されるソフトウェアがどんなソフトウェアかによって、そ

の類似群や区分が異なってきます。たとえば、通信回線を介して（通信回線に接続中のみ）

ゲームプログラムを提供する（利用させる）サービスについては、例えば第 41 類の「電子

計算機端末による通信を用いて行うゲームの提供」（類似群：41K01、41Z99）として登録

されています。また、通信回線を介して電子出版物を提供するサービスについては、第 41

類「電子出版物の提供」（類似群 41C02、26A01、26D01）に該当します。 

 

○ 小売・卸売サービス 

 平成 18 年の法改正により、平成 19 年 4 月 1 日から、小売・卸売サービスについて、商

標登録できるようになりました。以前、小売・卸売関係については、商品の商標としての

み登録が認められていました。しかし、多品種の商品を扱う総合小売店における店舗名と

して使用される商標、ショッピングカート、従業員の制服等に使用される商標のように、



個別の商品との具体的な関連性が見出しにくい（商品の商標では直接的に保護しにくい）

使用態様の商標への保護が不十分でした。そこで、この度の法改正がなされ、小売・卸売

業務において行われる総合的なサービス活動について、商標法において第３５類に該当す

るサービスとして直接的に保護されるようになりました。複数のソフトウェア製品を現実

の店舗やインターネット上の仮想店舗において販売する際、その店舗名として使用される

商標については、「電子計算機用プログラム（電気機械器具類）の小売又は卸売の業務にお

いて行われる顧客に対する便益の提供」（類似群：35K08）として、小売サービスの商標に

該当しうるでしょう。 

  なお、小売に関係する商標が、商品の商標に該当する場合もあるので、小売だからだと

いって、常に小売サービスの商標に該当する訳ではありません。詳しいことは、弁理士に

相談するのが望ましいでしょう。 

 

（５） 商標調査での検索はどのようにして行われるのか 

 次に、無料で行える実際の検索方法の一例を説明します。ここでは、以下の商標、商品

についての調査の例を挙げます。 

 

・商標： ASCII（アスキーと読みます） 

・商品： 汎用コンピュータのソフトウェアパッケージ」 

 

以下に示す検索方法は、最も簡易な検索よりも少し高度な検索方法であり、平成 22 年

9 月現在のものです。 

 

① 商標調査を行う場合、まずインターネットを通じて、特許電子図書館（IPDL：

http://www.ipdl.inpit.go.jp/homepg.ipdl）に接続します。 



 

【 特許電子図書館ホームページの画面（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 

② 次に、商標検索のうちの No.4「称呼検索」を選択します。 

 

【 検索画面１（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 

 ③ そして、「称呼」を入力します。称呼検索のデータベースでは、称呼、つまりその商



標の読み方でデータが作成されています。したがって、“ASCII”の称呼「アスキー」をカ

ナ文字（全角）で入力します。なお、称呼の入力については、称呼検索の画面にある「利

用上の注意」が参考になります。ここをクリックすると、どのように称呼を選定すればよ

り適切な検索を行えるかが具体例に基づいて説明されています。 

 

 

【 検索画面４（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 

 ④ 称呼を入力した後、類似群コードとして「汎用コンピュータのソフトウエアパッケ

ージ」の“11C01 42X11 35K08”（半角）を入力します。 

なお、類似群ではなく、区分単位で広く検索することもできます。区分で検索する場合

は、区分の項目に「汎用コンピュータのソフトウエアパッケージ」が分類されている第 9

類の 9（半角）を入力します。しかし、区分で検索した場合は、類似群コードで検索した場

合に比べ検索に漏れが生じます。そのため類似群コードで検索するのが望ましいといえま

す。 

  

⑤ この後、画面下側の「検索実行」をクリックすると、関連する商標が検索されます。

さらに、画面上側の「一覧表示」をクリックすると、検索商標の一覧が表示されます。 

 



 

【 検索画面５（特許電子図書館ホームページより転載） 】  

 

 前に述べたように商標権には類似範囲がありますので、商標調査では、この類似範囲内

の商標、つまり“アスキー”によく似た商標も見ておく必要があります。特許庁のデータ

ベースでは、“アスキー”と同一の商標だけでなく、一定の検索基準に合致するよく似た商

標も自動的に検索し、同一商標と同時に一覧画面に表示してくれます。 

 一覧画面の項目のなかに、「種別」の項目があります。この「種別」が検索基準を示して

います。種別には「01」～「15」までが用意されており、「01」が同一称呼であることを表

しています。「02」～「15」は、まったく同一の称呼ではありませんが、一定の関係を有す

る称呼であることを表しています。これら検索基準については、称呼検索の画面にある「利

用上の注意」のなかの「検索結果について」で詳細に説明されています。 

  

⑥ 検索画面５の出力データのなかから、権利者や登録日などの詳細を知りたい場合は、

画面上でそのデータの登録番号（または出願番号）を指定すると、詳細な情報が出力され

ます。この情報のなかには、商標のイメージデータも含まれていますので、実際にどのよ

うなロゴ等で登録されているかも分かります。 

 こうして関連する商標を検索し、自社がこれから使い始めようとする商標と同じ商標や

よく似た商標がないかを判断します。すでに他社が出願や登録していることが分かれば、

その段階で別の商標を考える必要があります。 

 



【 検索画面６（特許電子図書館ホームページより転載） 】 

 

（６） データベースにはタイムラグがある 

 データベースにもデータ入力のための一定のタイムラグがあり、常に完璧な結果を得ら

れるわけではありません。しかし、未調査で商標を決定してしまうよりはるかに安心です。

なお、図形で表された商標についても、特許電子図書館における商標検索のうちの No.5「図

形商標検索」で調査することが可能です。しかし、コンピュータによるデータの絞り込み、

類似検索が難しいため、弁理士等の専門家に相談した方がよいでしょう。 

 

 

以上 


